


はじめに

近年、自然災害の頻発化・激甚化により、地域社会における防災・減災の重要性がますます高まっていま
す。災害時には行政だけでなく、企業や地域住民が一体となって対応することが求められます。 

その中で各自治体において災害時の協定を締結していても、平時からの取り組みができていないことや有
事に備えたシュミレーションが出来ていない事が令和６年度の能登半島地震でも明らかになりました。

COMMON株式会社では、公民連携の枠組みを活用し、企業・自治体・地域住民が協力して防災力を強化
する取り組みを推進しています。 

本提案では、防災意識の向上と実践的な対応力の強化を目的としたフォーラムの開催、防災イベント、災
害時炊き出しシミュレーションの実施について提案いたします。















提案内容

公民連携防災フォーラムの開催

防災イベントの実施

災害時キッチンカー炊き出し支援

及びシミュレーション



公民連携防災フォーラムの開催

公民連携による防災減災体制を強化する為に
自治体・企業・地域住民が協力して防災力を高めるためのフォーラムを開催

実施にかかる予算目安：15万円～



公民連携防災フォーラムの開催（企業及び自治体向け）

対象：自治体、防災関係企業、自治体と協定締結済みの企業、一般企業

目的：災害時における企業と自治体の連携強化
      企業が持つ資源（物流・施設・人材）を活用した公民連携の可能性の検討

内容：企業の防災対策事例の紹介
      自治体と企業の連携事例の共有
      パネルディスカッション（テーマ例：「企業と自治体が協力できる防災施策」）
      企業と自治体、及び自治体と自治体などのネットワーキング



公民連携防災フォーラムの開催（自治会・自主防災組織向け）

対象：自治会、自主防災組織、地域住民、NPO団体

目的：地域住民の防災意識向上
　　　自主防災組織の活動促進と地域間の連携強化
　　　自助・共助の具体的な取り組みの促進

内容：能登半島地震での現地での活動共有
　　　自治体の防災や災害時の取り組み、自主防災組織の成功事例紹介
　　　地域住民参加型ワークショップ（避難所運営訓練、簡易炊き出し体験など）
　　　自治体・消防・防災NPOとの交流会



災害時キッチンカーによる炊き出し支援協定及びシュミレーション

協定締結及び締結予定自治体：大阪府、守口市、富田林市、石川県、富山県　他



災害時キッチンカーによる炊き出し支援体制

COMMON株式会社 
（事務局機能）

一般社団法人地域活性化 

プロジェクト縁GIN

発災時の炊き出し支援の運営

自治体

全国キッチンカー約8000台 
登録のプラットフォーム

株式会社シンクロフード 
（モビマル）

キッチンカー派遣のサポート

連絡 
調整

連絡 
調整

全国のキッチンカーとの連携により、様々なエリアに対応した継続的な 
災害時のキッチンカーの派遣を行えるような体制の構築

避難所等の情報提供など 
各関係機関との調整



災害時キッチンカーによる炊き出し支援及びシュミレーション

・災害時における食料供給体制の検証
・調理や配布の流れを訓練し、迅速な炊き出しを実現
・住民・企業・自治体が連携し、実践的な防災訓練を実施

大阪府との弊社イベントを活用した事例

実施にかかる予算目安：10万～
　　　　　　(提供食数150食の場合）



公民連携防災フォーラムの開催（自治会・自主防災組織向け）公民連携による防災イベントの実施

実施にかかる予算目安：30万円～
＊イベント規模により変動



過去の自治体との取り組み事例の一部

イベントと連携した

災害時シミュレーション及び防災アプリの普及

県の防災イベントでの

炊き出しシミュレーション

包括協定の締結及び 
防災フォーラムの開催

地域協議会での講演および

炊き出しシミュレーション

各事例のレポートや事例など　　→　　　https://common.or.jp/category/town-dev/

https://common.or.jp/category/town-dev/


過去の自治体との取り組み事例の一部



減災を目的とした防災ARに関する支援体制

COMMON株式会社 
（事務局機能）

一般社団法人全国防災共助協会 自治体

連絡 
調整

インターネット回線を使わずに市民等を避難所に誘導することができる防災アプリ

避難所等の情報提供など 
各関係機関との調整

防災ARアプリ「みたちょ」を提供 

指定避難所への誘導や、避難情報など 
防災情報を提供



過去の自治体との取り組み事例の一部



今後の展開と連携のお願い

・自治体・企業・地域団体との意見交換会の開催

・提案内容の具体的な計画策定

・共同での防災イベント・シミュレーションの企画



進め方の例

行政、自治会、町内会、子ども会責任者
対象にフォーラムの開催

依頼があれば各団体イベントで
協力、実施

振り返りMTG

行政、実施した団体、common

(頭で理解)

(やってみて理解)

(これからの 

取り組み整理)



進め方の例～大阪府～

大阪府と災害時支援協定の締結 イベントと連動した炊き出しシュミレーション

•炊き出しや災害トイレの設営訓練の実施 
•大阪府の防災アプリの普及促進 
•災害協定締結企業との連携確認

公民連携防災フォーラムの実施 
継続的な公民連携防災イベントの実施

•災害時のキッチンカーによる炊き出し支援 
•平時における情報共有及びアドバイス 
•防災イベントの実施



進め方の例～守口市～



進め方の例～富田林市～

富田林市と災害時支援協定の締結

• 災害時のキッチンカーによる炊き出し支援 
• 平時における定期的な情報共有及びアドバイス 
• 防災減災関連企業とのマッチング

地域協議会との防災イベントでの 
講演及び炊き出し訓練

•地域協議会と富田林市との防災訓練に参加 
•能登半島地震での避難所運営等の共有 
•炊き出し訓練の実施

公民連携防災フォーラムの実施 
その他地域協議会での公民連携防災訓練の実施



予算の確保の方法

（1）国の補助金 
 • 防災・減災対策事業補助金（総務省・内閣府） 
 • 自治体が防災啓発や訓練を行う場合、経費の一部を補助。 
 • 地域防災力向上支援事業（消防庁） 
 • 地域住民向けの防災訓練やセミナー実施の際、経費補助の可能性あり。 

（2）地方自治体の補助金 
 • 都道府県・市町村の防災対策補助金 
 • 自治体ごとに、防災啓発活動（セミナー・訓練）に対する助成制度があ
る。 
 • 例：「地域防災リーダー養成講座補助金」「自主防災組織活動補助金」

市町村が主催する防災減災に関する取り組みには、自治体予算だけでなく 
下記のような予算確保の方法がある。



予算の確保の方法

2. 民間・財団の助成金 
 • 日本財団の防災助成金 
 • 地域防災活動の支援を目的とした助成制度あり。 
 • トヨタ財団の地域社会プログラム 
 • コミュニティ防災活動に対する助成金 

3. 自治会・町内会向けの支援 
 • 自治体の「自主防災組織」助成金 

4.企業版ふるさと納税を活用した財源の確保 

5.フォーラム参加する企業などの協賛


